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はじめに 
 

公立小中学校の事務職員は、学校事務を専門的に担当する職員として、昭和

２２年に制定された学校教育法第２８条により学校に配置されることになり、

原則、大規模校を除いた各学校に１人が配置（単数配置）され、学校事務を担

当し今日に至っている。 
このような中、平成１０年９月の中央教育審議会答申「今後の地方教育行政

の在り方について」において、学校事務を効率的に執行する観点から、学校事

務･業務の共同実施を推進するための方策を検討することとされ、学校事務の共

同実施について初めて提言された。 
その後も学校事務の共同実施をめぐるいくつかの答申等が出された。最近で

は、平成１９年３月の中央教育審議会答申｢今後の教職員給与の在り方につい

て｣である。その中では、「社会の価値観の多様化や地域や家庭の教育力の低下

など、近年の学校を取り巻く環境の変化の中で、学校教育に対する過度の期待

や学校教育が抱える課題の一層の複雑化・多様化が進んでいる。」、また、教員

は、「子どもの指導に直接かかわる業務以外の、学校経営、会議・打合せ、事務・

報告書の作成等の学校運営にかかわる業務や保護者・ＰＴＡ対応、地域対応等

の外部対応といった業務に多くの時間を割かれ、子どもたちに向き合い、きち

んと指導を行えるための時間を確保することが重要である。」とされ、学校事務

の共同実施を推進することにより、学校事務職員が学校運営により一層関わり、

学校運営を支え、教員が抱える事務負担を軽減することが提言されている。 
佐賀県教育委員会においても、「平成１９年度佐賀県教育の基本方針」の中に、

「学校事務職員は、学校組織の運営・経営において、校内・外との調整や各種

の人材・資源の活用などにおいて一つの要となる位置にあることから、学校事

務職の育成・支援を図る。」ことを明記し、必要な施策を展開している。 
その一環として、上記のような学校事務を取り巻く状況等を踏まえ、将来に

わたる学校運営の諸課題に対応し、効率的な学校運営の推進を図るため、事務・

業務の共同実施、事務職員の資質の向上など、学校事務改善に関する調査、研

究を行うことを目的として、昨年３月に佐賀県公立小中学校事務改善検討委員

会を設置し、検討を始めた。ここに、同検討委員会における学校事務の共同実

施に係る検討内容をとりまとめたものである。 
 
 
 
 
平成２０年３月 
                 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会 
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１ 小中学校事務の共同実施とは 
 
   学校事務の共同実施については法令上の定義はないが、公立小中学校の

事務職員は、通常１人配置となっていることを背景として、一般に、学校

事務を効率的に執行する観点等から、複数の事務職員が定期的に特定の学

校に集まって共同で事務処理を行うことをいう。 
   佐賀県における公立小中高等学校の事務職員数等は次のとおりであり、

小中学校の事務職員の１人配置の状況がうかがえる。 
 

佐賀県における公立小中高等学校数及び事務職員数 

区 分 学校数 生徒数 事務職員数 
１校当たり

の生徒数 
１校当たりの

事務職員数 

市町立小学校 174 52,642 179 302.5 1.0 

市町立中学校 92 25,842 92 280.9 1.0 

県立高等学校 38 22,123 194 582.2 5.1 
               平成19年5月１日現在(県立高等学校は通信制を除く。) 

 

２ 学校事務の共同実施に関する国の審議会の答申等 

  学校事務の共同実施に関するこれまでの国の審議会の答申等については、

次のとおりである。前述のとおり、学校事務の共同実施について初めて提言

されたのは、平成１０年９月の中央教育審議会答申である。そこでは、主と

して学校事務の効率的な執行という観点が強調されている。しかし、その後

の提言をみると学校事務の効率化に加え、事務処理の標準化、事務職員の資

質向上、さらには、事務職員が学校運営に一層関わり、そのサポートにより

教員が抱える事務負担を軽減するなど多面的な目的意識がうかがわれ、また、

その効果への期待がうかがえる。 
 
 
 
 

第１章 学校事務の共同実施について 
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○ 中央教育審議会答申「今後の地方教育行政の在り方について」 
（平成１０年９月２１日） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○ 中央教育審議会 初等中等教育分科会 教育行財政部会学校の組織運営に関
する作業部会 
「学校の組織運営の在り方について」（作業部会の審議のまとめ）                  

（平成１６年１２月２０日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 学校の自主性・自律性の確立について 
  ５ 学校の事務・業務の効率化 
   具体的改善方策 
   （学校の事務・業務の共同実施） 
  ク 学校の規模や実態に応じて、学校事務を効率的に執行する観点から、

特定の学校に複数の事務職員を集中的に配置して複数校を兼務させる

ことや学校の事務を共同実施するセンター的組織を設置すること等に

より、学校事務・業務の共同実施を推進するための方策を検討するこ

と。 

（２）学校の組織体制の再編整備 
  ③事務処理体制の整備 
○  事務処理体制が必ずしも十分でない小・中学校については、事務処理
の効率化、標準化や職員の資質向上のため、事務の共同実施を推進す

る必要があると考える。具体的には、拠点校に共同実施組織を置き、

各校の事務職員が定期的に集まって共同処理を行う方式などが考えら

れる。 
  ○  その場合、共同実施組織に事務長を置くことができるようにするな

ど、その制度化についても更に検討する必要があると考える。これによ

り、学校への権限委譲を更に進め、状況に応じ共同実施組織に予算を示

達するなど、一層の効果が期待できるのではないか。 
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○ 中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」 
（平成１７年１０月２６日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 中央教育審議会答申「今後の教員給与の在り方について」 

（平成１９年３月２９日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第３章 地方・学校の主体性と創造工夫で教育の質を高める 
 （１）学校の組織運営の見直し 
  ア 学校の自主性・自律性の確立 

○ また、事務の共同実施や共同実施組織に事務長を置くことを検討す

るなど、学校への権限委譲を更に進めるための事務処理体制の整備を

進めることが必要である 

第二章 教員の校務と学校の組織運営体制の見直し 
  １ 教員の校務と学校事務の見直し 
  ○ 教員が抱える事務負担を軽減するため、事務職員が学校運営に一層

積極的に関わるとともに、そのサポートにより、教員の事務負担を軽

減することができるよう、事務の共同実施の促進、事務職員の質の向

上のための研修の充実などを行うとともに、教育委員会の判断により

大規模な学校や事務の共同実施組織に事務長（仮称）を置くことがで

きるように制度の整備を行うなど、事務処理体制の充実を図っていく

ことが必要である。 
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１ 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会の設置目的等 
（１）設置目的 

 前述のとおり、ここ数年来、学校事務の共同実施等について、国の審議

会の答申等が出される中で、佐賀県においても、将来にわたる学校運営の

諸課題に対応し、効率的な学校運営の推進を図るため、県内の複数の公立

小中学校における事務・業務の共同実施、事務職員の資質向上など学校事

務改善に関する調査、研究を行うことを目的として、佐賀県公立小中学校

事務改善検討委員会（以下「検討委員会」という。）を平成１９年３月２２

日に設置し、検討を始めた。 
 
（参考） 

佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会設置要綱 

（目的） 

第 1 条 将来にわたる学校運営の諸課題に対応し、効率的な学校運営の推
進を図るため、県内の複数の公立小中学校における事務・業務の共同実

施、事務職員の資質向上など学校事務改善に関する調査、研究を行うた

め、佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会（以下「検討委員会」とい

う。）を設置する。 
（業務） 

第２条 検討委員会は、次に掲げる事項について調査、研究を行う。 
   (1) 公立小中学校における事務・業務の共同実施に関すること 
   (2) 公立小中学校事務職員の研修、評価・育成に関すること 
   (3) 公立小中学校の事務処理規程に関すること 
   (4) その他、学校運営に寄与する学校事務の改善に関すること 
（組織） 

第３条 検討委員会の委員は、別表１に掲げる機関、団体から推薦された

者をもってあてる。 
２ 異動等により、委員の交代を要する事態が生じた場合は、原則として、

当該機関、団体における後任者をもってあてるものとする。 
３ 委員の任期は、委嘱の日から１年間とする。なお、異動等に伴う後任

者については、前任者の残任期間とする。 
４ 検討委員会に委員長１人を置き、佐賀県教育委員会副教育長をもって

あてる。 

第２章 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会について 
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（検討委員会の運営） 

第 4条 検討委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が召集する。 
２ 会議の議長は、委員長がこれにあたる。 
３ 委員長は、検討委員会の業務の円滑な推進を図るため、特に必要と認

めた場合には、委員以外の者に対し、検討委員会の業務の調査、研究を

委嘱し、又は検討委員会への出席を求め、意見や説明を聞くことができ

る。 
（事務局） 

第 5 条 検討委員会の事務局を、佐賀県教育庁教職員課に置き、会議の庶
務については、佐賀県公立小中学校事務研究会の協力、支援を受けるも

のとする。 
（補足） 

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に必要な事項に
ついては、事務局が会議の承認を経て、別に定める。 
（附則） 

この要綱は、平成１９年３月２０日から施行する。 
 

 

（２）開催状況 

 検討委員会の開催状況は、次のとおりである。 
 

期 日 平成１９年３月２２日（木）  
第１回 内 容 ○佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会の設置要綱に

ついて 
○公立小中学校事務の現状と課題について 

期 日 平成１９年７月５日（木）  
第２回 内 容 ○佐賀県における共同実施の状況等について 

○共同実施の効果及び課題について 
○平成２０年４月１日に向けて 
○先進地視察について 

期 日 平成１９年８月９日（木）～１０日（金）  
第３回 内 容 ○宮崎県庁（宮崎県の共同実施の現状等） 

○小林市立小林小学校（スクールサポートセンター等） 
期 日 平成１９年１２月２６日（水）  

第４回 内 容 ○先進地（宮崎）視察の総括について 
○佐賀県における小中学校事務の共同実施について 
○共同実施に関する諸規程の整備について 
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２ 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会の検討内容等 
（１）学校事務の主な課題 

  公立小中学校の事務職員は、通常１人配置となっており、次のような課

題があると考えられる。 

           ・学校規模等により事務職員１人当たりの事務量に大きな差がある。 
・学校事務職員の経験等により学校ごとに業務範囲が異なる。 

   ・校内に事務指導ができる職員がおらず、職場内研修が難しい。 
   ・学校事務の改善について、校内外で協議する場が少ない。 

・学校事務職員の所掌事務が法令上具体的に規定されておらず、市町、

学校ごとに業務範囲が異なる。 
 

（２）学校事務の共同実施の取組状況 

① 学校事務の共同実施の取組状況（佐賀県） 
佐賀県における学校事務の共同実施の過去３カ年の取組状況は、次

のとおりである。なお、検討委員会では、神埼市と玄海町の取組につ

いての報告に基づき、議論を行った。（８頁参照） 

 
 

 

 

     

② 学校事務の共同実施の取組状況（九州各県） 
九州各県における学校事務の共同実施の取組状況をみると、平成 

１６年度に宮崎県内全市町村の公立小中学校で学校事務の共同実施が

行われた。他県においても、徐々に共同実施に取り組んでおり、平成

１９年度には福岡県、大分県で全県的な取組が行われている。 

    

県 名 共同実施の取組状況 
福 岡 県 平成１９年度から全県実施 
長 崎 県 平成２１年度から全県実施（予定） 
熊 本 県 平成２０年度から全県実施（予定） 
大 分 県 平成１９年度から全県実施 
宮 崎 県 平成１６年度から全県実施 
鹿 児 島 県 全県実施まで至っていない。 
沖 縄 県 全県実施まで至っていない。 

年度 実施地区数 共同実施校数 未実施校数 

１７ ２０ ９９ １６９ 

１８ ２４ １２９ １３８ 

１９ ３１ １８５ ８１ 
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共同実施取組事例 

 

玄海町の取組
 平成１６年度から共同実施開始

 中心校１校
 中学校２校、小学校４校

 事務職員の加配なし

 会議等
 共同実施連絡協議会（年２回）

右表のとおり

 事務担当者会（月１回）
町担当係長＋事務職員

 定例会（週１回）
事務職員のみ

 実 績
 広報誌「えなじー」発行（月１回）

 文書台帳の電子ファイル化

 ソフト教材目録の作成

 路程一覧表の作成

 新採事務職員及び配置校の支援

共同実施連絡協議会

玄海町教育委員会
教育長

学校教育課長等

中学校 ２校
小学校 ４校
各事務職員

各校長

 

神埼市の取組
 平成１６年度から共同実施開始

 中心校（２校）
 神埼･脊振地区 中学校２校、小学校４校

 千 代 田 地 区 中学校１校、小学校３校

 事務職員の加配あり
 神 埼 中 Ｈ16～H19 １名

 千代田中 Ｈ18～H19 １名

 会議等
 共同実施推進協議会 （年２回）

右表のとおり

 事務担当者会（月１回）

町担当副課長＋事務職員

 定例会（週１回）

事務職員のみ

 実 績
 事務処理マニュアル作成

・神埼市学校徴収金処理の手引き
・神埼市教科書事務マニュアル

・神埼市事務処理の手引き（財務事務）

・県版事務処理の手引き（データ版）

神埼市教育委員会
教育長

学校教育課長等

神埼・脊振地区
中学校 ２校
小学校 ４校
各事務職員

神埼市校長会
中学校長１名
小学校長１名

千代田地区
中学校 １校
小学校 ３校
各事務職員

共同実施推進協議会
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（３）本県における全県的な共同実施の導入 

  以上のような現状認識のもと、第１回目の会議から第４回目の会議まで、

主として学校事務の共同実施についての検討を重ねた。 

 

①なぜ今、学校事務の共同実施なのか 

今、学校は次のような様々な問題を抱えている。例えば、学力向上、

いじめ、不登校、発達障害を含む特別支援教育、食育、子どもの安全

の確保など様々な課題に直面する一方で、教員は直接子どもと向き合

う教育活動のほか各種会議、打合せ、報告等の作成など様々な業務に

従事している状況にある。 

また、学校を取り巻く財政状況をみると、「佐賀県行財政改革緊急プ

ログラム Ver2.0」が策定される中、厳しい歳出抑制等が求められてい

る。 

さらに、学校への要求や期待は多様化し、中にはその対応が極めて

困難なものもある。（１８頁参照） 

このような中で、今、事務職員には、効率的な事務処理はもとより、

行政職としての学校サポートや事務の移行を通じた教員のサポートが

一層求められている。 

しかしながら、学校事務をめぐっては、先（７頁（１））に掲げるよ

うな課題があり、これを克服しつつ、学校の組織としての力を強化し

ていくためには、学校事務の共同実施を推進していくことが有効であ

ると考える。 

  

②本県における学校事務の共同実施の課題 

現に本県でも前述のとおり、いくつかの小中学校で学校事務の共同

実施が行われ新採職員の支援や備品の有効活用等、一定の成果をあげ

ているが、次のような課題があると考えられる。 

・ 市町教育委員会の学校管理規則等に共同実施組織等の定めがなく、

その組織の取りまとめ者についても互選により決められているなど、

権限・責任の所在が明確となっていない場合が多い。 
このため、事務職員の共同実施に対する意識・考えの違い等から、

共同実施の継続的な取組や組織としての機能が十分活かされていな

い場合がある。 
・ 共同実施の成果が事務職員の職務改善レベルにとどまっている場

合が多く、学校運営に関するより積極的な取組が望まれる。 
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③校長、教頭へのアンケート調査の実施 

     このような課題がある一方、県内の公立小中学校長及び教頭に対し

事務の共同実施に期待する業務を把握するため下記によりアンケート

調査を実施した。 

 

 
      

これをみると、校長、教頭ともに学校備品の把握や支出負担などの、

現在、事務職員が行っている業務の的確な遂行を望んでいることがう

かがえるが、同時に保護者負担金管理、法令等の助言及び危機管理な

どといった対応も望んでいることがうかがえる。 
 
○校長調査：全ての公立小中学校長を対象 

    （対象者２５８名 回答数２２４名 回収率８６．８％） 
 

 

順 位 内      容 人数 割合 

１ 学校での備品管理状況の把握 ２１９ ９７．８％ 

２ 保護者負担経費（学校徴収金等）の会計管理 ２１１ ９４．２％ 

３ 市町費の支出負担行為及び支出票作成支援及び審査 ２１０ ９３．８％ 

４ 共用備品の情報収集及びその是非の判断 ２１０ ９３．８％ 

５ 校内施設管理・地域安全マップ作成 ２１０ ９３．８％ 

６ 事務職員の新採者・臨採者の支援 ２０７ ９２．４％ 

７ 学校の大規模改修等の対応 ２００ ８９．３％ 

８ 法令等の助言 １９５ ８７．１％ 

９ 情報管理、危機管理の研修 １９５ ８７．１％ 

１０ 組織マネジメントの実施 １８６ ８３．０％ 
 

○教頭調査：全ての公立小中学校教頭を対象 
    （対象者２６８名 回答数２３３名 回収率８６．９％） 
 
 

順位 内      容 人数 割合 

  １ 学校での備品管理状況の把握  ２２６  ９７．０％ 

  ２ 市町費の支出負担行為及び支出票作成支援及び審査  ２１８  ９３．６％ 

  ３ 共用備品の情報収集及びその是非の判断  ２１８  ９３．６％ 

  ４ 保護者負担経費（学校徴収金等）の会計管理  ２１７  ９３．１％ 

  ５ 学校の大規模改修等の対応  ２１５  ９２．３％ 

  ６ 情報管理、危機管理の研修  ２１４  ９１．８％ 

  ７ 法令等の助言  ２１３  ９１．４％ 

  ８ 事務職員の新採者・臨採者の支援  ２１０  ９０．１％ 

  ９ 災害・不審者情報の保護者への提供  ２０４  ８７．６％ 

 １０ 臨時的任用職員の任用期間の情報交換  ２００  ８５．３％ 

実施時期：平成１９年１２月１１日～平成１９年１２月１４日 

調査内容：共同実施に期待する業務 ２８項目 

大いに活用したい、活用したいに○がついた項目 

大いに活用したい、活用したいに○がついた項目 
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④本県における全県的な学校事務の共同実施の推進についての論点と主

な意見 

    このような分析・検討を経て、検討委員会では学校事務の共同実施の

推進について、次の８つの論点を立て、意見を整理した。 

     

           

 

 

 

 

 

 

 

各論点ごとの意見は次のとおりである。 
 

ア 共同実施に期待する取組・効果等について 

 共同実施の効果や取組事例等については、それぞれの学校や地域の

状況等によって違うが、概ね共同実施の導入期から３つのステージで

区分して考えることができる。（なお、３つのステージは厳密に区分で

きるものではなく、互いに重複することもありうる。） 

     ○導入期（ステージ１） 
この段階では、事務の効率化、事務処理の標準化、事務量の平

準化及び職員の資質の向上等が期待される。 
・共同処理による事務処理の効率化 

 学校間の備品の共同利用、共同購入による経費節減 
 地域イベント等の行政情報の収集及び整理 
 法改正等の職員周知をするための資料の作成 
 応募一覧表作成等による情報提供 
 施設設備の相互点検による安全性の向上 

・事務処理システム開発等による効率化 
・市町教育委員会内で統一した各種事務処理マニュアルの作成等

による、事務処理の標準化 
 財務、学校徴収金等マニュアル 
 校外活動や外部講師依頼等に関する事務処理マニュアル 

・学校規模に起因する事務量の平準化 
・経験が浅い職員等への指導、職員の資質の向上 

    等 

ア 共同実施に期待する取組・効果等について 

イ 共同実施の時期及び実施方法について 

 ウ 共同実施のスタイル及び規模について 

エ 共同実施主任の配置について 

オ 教育委員会等の関係者への周知について 

 カ 学校管理規則等について 

 キ 手当等の認定権の権限委譲について 

ク 事務職員の研修体制について 



 

 12 

○充実期（ステージ２） 
この段階になると、ステージ１に加え、事務の移管による教員の

サポート等が期待される。 
・事務の移管による教員のサポートを行い、教員が子どもとふれ

あう時間を確保 
 保護者負担経費（学校徴収金等）等の会計管理 
 外部講師等の人材一覧等の資料提供、選定 
 教科書取扱事務や転入学関係などの学籍事務等の教務事
務への支援 

 夏休み等の作品応募の集約・発送、ソフト教材一覧表の
作成 

 学校行事（イベント）等の共同開催に係る設営調整 
                          等 

○成熟期（ステージ３） 
この段階になると、ステージ１、２に加え、学校管理運営への積極

的な参画、市町教育委員会との連携強化等が期待される。 
・学校評議員会、学校企画運営委員会等への参画 
・各学校の校務分掌等の見直しの提案 

      ・ホームページ、市・町報等を活用しての情報発信       
・学校予算の裁量権の拡大、権限委譲等を含めた市町事務の見直 
し 

                                等 

イ 共同実施の時期及び実施方法について 

・ 平成20年度から全県的な実施を行うべきと考える。 
・ 平成20 年度からできる内容、できる市町より開始し、平成 23 年
度完成を目途に進める方向でよいのではないか。 

 
   ウ 共同実施のスタイル及び規模について 
   ・ 市町を中心に、３～５校の小中学校規模で実施した方がよいので

はないか。 
   ・ スタイル、規模ともに各市町に任せることにより、その市町の特

色を出すことができ、トップダウンの色合いがなく、意欲的に取り

組むことができる。 
    ・ 共同実施の規模は、宮崎県の例から５～７校がよい。 
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    ・ 共同実施中心校を中心にして、リーダーを配置し7 名前後の中学
校単位でグループをつくり共同実施を行う。 

・ 当面１～２中学校単位で７～８名の事務職員を組織するのが適当

である。 
 

   エ 共同実施主任の配置について 

    ・ ３～５学校規模に1 名の主任等を配置を行い、任命は市町教育委
員会で指名する。 

   ・ 共同実施の推進者としての主任であるなら配置をしたほうがよい

と考えるが、その選出については、県等からの指名でなく、そのグ

ループ内で年齢に関係なく意欲のある人物を選出すべきである。 
・ 共同実施主任の役割は成功の決定的要因となる。主任は、原則事

務長をもって充てるが、意欲の高い人物を任命することを考えても

よいのではないか。 
 

   オ 教育委員会等の関係者への周知について 

    ・ 共同実施については、市町教育委員会、教職員がその趣旨を理解

する必要があり、県教育委員会が積極的に説明に行ってもらいたい。 
・ 全県実施を成功させるためには、市町教育委員会事務局の担当者

への説明会や研修会を開催する必要がある。 
 
   カ 学校管理規則等について 

・ 事務長等の職階や職務内容を明記し、共同実施主任等を記載する。

また、今後、権限委譲等があれば併せて明記した方がよい。 
    ・ 市町教育委員会任せにすることなく、マニュアルを示す等の具体

的な支援を県教育委員会で行ってほしい。 
 
   キ 手当等の認定権の権限委譲について 

    ・ 全県下で共同実施となった時点で運用すべきである。 
    ・ 諸手当認定権の委譲については、時期（すぐに対応できる地区、

そうでない地区）が問題。委譲するにあたり、マニュアルの整備が

必要である。 
    ・ 諸手当の認定権の委譲は、時代の趨勢である。認定権の委譲をし

ていないのは、九州各県の中では、沖縄県と佐賀県だけである。権

限の委譲は校長だけでなく、5級以上の事務長には認定権を与えるべ
きだと考える。 

 
   ク 事務職員の研修体制について 

    ・ 全県下で統一的に取り組むべきである。市町によって温度差が出

てくるのは当然であって、その分の補完をどうするかを考えておけ

ばうまく機能するのではないか。 
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  ・ 月１回市町教育委員会との合同研修会、年３回以内で自主研修会

を実施しているところもある。中学校区での研修も始まっている。

佐事研の充実と業務内容別のグループ研修会を実施して意識を高揚

する。学校長（管理職）との合同研修会や学校内での経営・運営会

議での連携を深めることも有効である。 
・ 宮崎県のように、採用時、共通期、昇任時に応じ、また、学校、

市町、事務所の役割に応じ研修の体系化がなされているのは、参考

に値する。特に共通期の学校研修における「学年・学科経営研修」「生

徒指導研修」など学校経営の一翼を担うための研修の体系はよい。

事務職員の意識改革は早急な課題である。 
   ・ 職位が上がるごとにきちんと位置づけるべき研修、県行政とリン

クしてできる研修、学校独自の教育課程、教育相談等研修としてや

るべき研修など研修内容は幅広いと考える。こうした研修内容の在

り方については、佐事研に委嘱したらどうか。 
    ・ 研修体制の整備は、学校事務改革の柱として欠くべからざるもの

である。１人職種という背景もあり、「勝手な職務感」が横行してい

る。今後も学校経営を展望した場合、若いうちからの体系的な研修

が是非とも必要である。 
 

⑤検討結果 

   以上の議論等を経て、検討委員会として次の検討結果を得た。 

 
① 平成20年度から全県的に共同実施を行う予定で作業を進める。 
② 共同実施のスタイル及び規模については、各市町等の実情に応じた判断

による。但し、一定の規模がないと効果が現れにくいことを考えると、あ

る程度の学校数を確保することが望ましい。 
③ 共同実施主任の発令については、市町教育委員会で行い、共同実施組織

の構成員の中から 1人を任命する。 
④ 諸手当の認定権の権限委譲及び研修については、共同実施の実態等を踏

まえて今後検討を行う。 
⑤ 全県的な学校事務の共同実施を行うにあたり、県教育委員会が当面整備

すべき諸規程は次のとおりである。 
 ・佐賀県小中学校事務共同実施要綱 
・小中学校管理規則の改正（例） 
・小中学校事務共同実施組織運営規程（例） 
・小中学校事務共同実施協議会設置要綱（例） 
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 検討委員会の検討過程において、また、検討結果を踏まえ、県教育委員会は

次のような取組を行った。 
 
１ 市町教育委員会等への周知 

 平成２０年度から学校事務の共同実施に全県的に取り組むため各教育事務

所、各市町教育委員会並びに各学校長及び教頭を対象に５ヶ所で説明会を実

施した。 
期日 場所 参加者 

H20.1.22 嬉野市役所 
（藤津教育事務所管内） 

鹿島市、嬉野市、太良町 
教育長等 ２８名 

H20.1.24 佐城教育事務所 
（佐城教育事務所管内） 

佐賀市、多久市、小城市 
教育長等 ８０名 

H20.1.28 唐津市青少年支援センター 
（東松教育事務所管内） 

唐津市、玄海町 
教育長等 ６５名 

H20.1.30 武雄市文化会館 
（杵西教育事務所管内） 

武雄市、伊万里市、有田町、 
大町町、江北町、白石町 
 教育長等 ６９名 

H20.2.6 神埼総合庁舎 
（三神教育事務所管内） 

鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、 
基山町、みやき町 
 教育長等 ４５名 

 
２ 関係諸規程の整備 

平成２０年度から学校事務の共同実施に全県的に取り組むため、関係諸規

程の整備を行った。 
・佐賀県小中学校事務共同実施要綱 

  ・小中学校管理規則の改正（例） 
・小中学校事務共同実施組織運営規程（例） 

  ・小中学校事務共同実施協議会設置要綱（例） 
 

 
 
 
 
 

（参考）佐賀県教育委員会の対応 
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３ 「平成２０年度佐賀県教育の基本方針」への位置付け 

 

  「平成１９年度佐賀県教育の基本方針」において、学校事務職について明

確に必要な記述がなされたのに続き、今回の検討を踏まえ、共同実施に対す

る県の取組姿勢を明らかにするため、「平成２０年度佐賀県教育の基本方針」

に共同実施について追加記述することとしている。 
 
 
基本方向Ⅱ 豊かな学びを支える教育環境の充実 
 
＜平成２０年度の施策展開＞ 
 
（２）教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校経営の推進 

○  学校事務職は、学校組織の運営・経営において、校内・外との調
整や各種の人材・資源の活用などにおいて一つの要であり、また、

教育活動を側面・後方から支援する位置にあることから、今後とも、

その育成・支援を図る。 
また、学校運営の改善・強化のため、事務の共同実施を推進する。 

 
 

 

４ 県教育委員会への報告 

  平成２０年３月２５日開催の臨時教育委員会において佐賀県公立小中学校

事務改善検討委員会の検討内容等の報告が行われた。（別紙参照） 
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佐賀県公立小中学校事務の共同実施について 
 
１ 小中学校事務の共同実施とは 
  公立小中学校の事務職員は、通常、１人配置となっており、学校事務を効率的に執
行する観点等から、複数の事務職員が定期的に特定の学校に集まって共同で事務処理
を行うもの。 

 
２ 本県における共同実施の現状（平成１９年５月末現在） 
 県内２３市町中、１３市町(一部実施２市を含む。)１８５校３１地区で実施 

 
３ 本県における学校事務の共同実施に関する検討経緯 
  平成１９年３月、将来にわたる学校運営の諸課題に対応し、効率的な学校運営の推
進を図るため、県内の複数の公立小中学校における事務・業務の共同実施、事務職員
の資質向上など学校事務改善に関する調査、研究を行うため、「佐賀県公立小中学校
事務改善検討委員会」を設置し、平成１９年度は共同実施について主に検討を行った。 
①委員会構成 委員１４名  

    委員長 県副教育長、副委員長 神埼市教育長 
②開催状況  
第１回 平成１９年３月２２日 
・公立小中学校の学校事務の現状と課題等について         

第２回 平成１９年７月５日  
・本県における学校事務の共同実施の状況、効果及び課題について 
・平成２０年４月１日に向けた取組について 

 第３回 平成１９年８月９～１０日 
    ・先進地視察（宮崎県庁、宮崎県小林市立小林小学校） 
   第４回 平成１９年１２月２６日 

・本県における事務の共同実施に向けた今後の取組について 
・共同実施に関する諸規程の整備について 

  ③主な検討結果 
   平成２０年度から全県的に共同実施を行うべく環境整備を推進する。 

 
４ 本県における共同実施（平成２０年度） 
①平成２０年度における共同実施の取組状況（予定） 
  県内２０市町の全て、４４地区 ２６７校で実施 
②本県における共同実施の特徴 
・ 共同実施組織の名称を「学校運営支援室」とし、より積極的に学校運営を
支援する機能を重視・強調 

・ 「学校運営支援室」に事務処理の責任者として事務職員をもって充てる室長
を任命 

 
５ 県教育委員会としての今後の対応 
①佐賀県公立小中学校事務共同実施要綱等の策定 

   １３市町教育委員会で実施されていた事務の共同実施を全県的に進める観点
から、県として学校事務の共同実施についての基本的な考え方及び枠組等を示す
ため必要な要綱等を平成１９年度内に策定・公表 
②学校事務職員を対象とする研修等の充実及び学校等への周知 
③佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会での継続検討（全県的な共同実施の状況
把握及び検証を含む。） 

 ④平成２０年度佐賀県教育の基本方針 

教育委員会報告資料（抜粋） 
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佐賀県における小中学校事務の共同実施について

学校事務の共同実施（イメージ）

○ 中心校に共同実施組織を置き、各校の事務職員
が中心校に定期的に集まって共同処理を行う

中心校

連携校連携校

連携校 連携校

 

①学力向上、いじめ、不登校、発達障害を含む特別支援教育、食育、

子どもの安全の確保など様々な課題に直面

②他方、教員は直接子どもと向き合う教育活動のほか各種会議、打合

せ、報告等の作成などにも従事

学校を支援
（学校の組織としての力を強化）

・でも、事務職員は1人配置・・・・
・でも、職務遂行に個人差が・・・・

・でも、体系的な研修の機会が

少ない・・・・

・だから、学校事務職員が力を

十分発揮する環境づくりのため！

学校事務の共同実施

なぜ今、学校事務の共同実施なのか？

教育委員会報告資料（抜粋） 
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番
号

市
町
名

中心校名 共同・連携校名 校数

1 勧興小 赤松小、神野小、北川副小、東与賀小、成章中、城南中、東与賀中 8

2 思斉中 日新小、西与賀小、嘉瀬小、本庄小、新栄小、思斉小、昭栄中、城西中 9

3 巨勢小 循誘小、兵庫小、金立小、久保泉小、城東中、金泉中 7

4 中川副小
諸富北小、諸富南小、芙蓉小、大詫間小、南川副小、西川副小、芙蓉中、諸富
中、川副中

10

5 鍋島小 開成小、鍋島中 3

6 城北中 高木瀬小、若楠小 3

7 春日北小 春日小、川上小、松梅小、三瀬小、大和中、松梅中、三瀬中 8

8 富士小 富士南小、北山小、北山東部小、富士中、北山中 6

9 三日月中 桜岡小、三里小、晴田小、岩松小、三日月小、小城中 7

10 芦刈中 芦刈小、牛津小、砥川小、牛津中 5

11
多久
市

多久中央中
多久北部小、緑ヶ丘小、多久東部小、納所小、多久南部小、多久中部小、多久西部
小、多久東部中、西渓中

10

12 鳥栖中 鳥栖小、鳥栖西中、鳥栖北小、旭小、麓小 6

13 田代中 田代小、基里中、若葉小、基里小、弥生が丘小 6

14 神埼中 神埼小、西郷小、仁比山小、脊振小、脊振中 6

15 千代田中 千代田西部小、千代田中部小、千代田東部小 4

16
吉
野ヶ
里町

三田川中 三田川小、東脊振小、東脊振中 4

17
基山
町

基山中 基山小、若基小 3

18
みや
き町

中原小 中原中、北茂安小、北茂安中、三根東小、三根西小、三根中 7

19
上峰
町

上峰中 上峰小 2

20 鬼塚中 鬼塚小、久里小、北波多中、北波多小 5

21 外町小 第五中、成和小、東唐津小、高島小 5

22 第一中 長松小、大志小、竹木場小・第四中、西唐津中、西唐津小 6

23 佐志小 湊中、神集島小、佐志中、大良小・中、湊小 6

24 浜玉中 鏡中、鏡山小、浜崎小、玉島小、平原小、七山中、七山小 8

25 厳木中 厳木小、箞木小、本山小、相知中、相知小、田頭小、伊岐佐小 8

26 肥前中 切木中、切木小、入野小、田野小、納所小、向島小中 7

27 呼子小
打上小、打上中、名護屋中、名護屋小、呼子中、加部島小、馬渡小中、加唐小
中、小川小中

10

28
玄海
町

有浦中 値賀中、牟形小、有浦小、仮屋小、値賀小 6

29 武雄小 朝日小、北方小、武雄中、北方中 5

30 山内中 武内小、山内東小、山内西小、若木小、武雄北中 6

31 御船が丘小 西川登小、東川登小、橘小、川登中 5

32
大町
町

大町中 大町小 2

33
江北
町

江北小 江北中 2

34
白石
町

白石中
須古小、六角小、白石小、北明小、福富小、有明東小、有明西小、有明南小、
福富中、有明中

11

35 啓成中 伊万里小、牧島小、大坪小、立花小、大川内小、伊万里中 7

36 青嶺中 黒川小、波多津小、波多津東小 4

37 東陵中 南波多小、大川小、松浦小、南波多中 5

38 国見中 二里小、東山代小、山代東小、山代西小、滝野小・中、山代中 7

39 有田中部小 有田小、有田中 3

40 西有田中 曲川小、大山小 3

41
鹿島
市

西部中 鹿島小、能古見小、古枝小、浜小、北鹿島小、七浦小、明倫小、東部中 9

42 轟小 嬉野小、吉田小、嬉野中、吉田中、大野原小・中 6

43 久間小 五町田小、塩田小、大草野小、塩田中 5

44
太良
町

大浦中 多良小、大浦小、多良中 4

計 259

＊小中併設校は１校として計算　

平成２０年度　共同実施地区一覧表

鳥栖
市

神埼
市

有田
町

嬉野
市

佐
賀
市

小城
市

唐
津
市

武
雄
市

伊
万
里
市

教育委員会報告資料（抜粋） 
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佐賀県公立小中学校事務共同実施要綱 
１ 目的 
  公立小中学校事務の共同実施（以下「共同実施」という。）は、学校事務を

共同で実施することで業務の効率化、標準化及び組織内研修（OJTを含む。）
を行うとともに、学校事務職員が学校運営への積極的な支援を図り、もって

学校教育の充実に資することを目的とする。 
 
２ 組織編成等 
（１）共同実施組織 

ア 市町教育委員会は、地域特性に応じた数の学校により構成する共同実 
施グループを指定する。 

イ 市町教育委員会は、学校事務を共同で実施するための組織（以下「共 
同実施組織」という。）を設置する。 

ウ 共同実施組織の名称は、「学校運営支援室」とする。 
（２）中心校及び連携校 

ア 市町教育委員会は、共同実施グループごとに共同実施を主体的に行う 
共同実施中心校（以下「中心校」という。）及び中心校と連携し業務を 
行う共同実施連携校（以下「連携校」という。）を指定する。 
イ 中心校の校長は、学校運営支援室を総括する。 
ウ 市町教育委員会は、中心校に事務の共同実施を行う執務室を設置する。 

（３）学校運営支援室長 
ア 学校運営支援室には、室長を置く。 
イ 室長は、中心校の事務職員を充てる。但し、地域の実情等により連携 
校の事務職員を充てることもできる。 

ウ 室長は、市町教育委員会が任命し、辞令を交付する。 
エ 室長は、中心校の校長の監督のもと、学校運営支援室内の業務の取り 
まとめを行うとともに、他の事務職員に対し調整及び指導助言を行うこ 
とができる。 

（４）小中学校事務共同実施協議会 
市町教育委員会は、共同実施を円滑に進めるため、「小中学校事務共同実

施協議会」（以下「共同実施協議会」という。）を設置する。 
３ 共同実施組織の業務内容 

共同実施組織の業務の内容は、以下を基本とし、共同実施協議会で審議の

上決定する。 
ア 「市町村立小・中学校事務職員の標準的職務について｣(平成 12年 4 
月 1日教委教第００１号)に示されている職務の内で、共同実施で行う 
ことにより効率化が図られる業務。 

イ その他共同実施で行うことが適当と認められる業務。 
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４ 共同実施の計画書及び報告書の提出 
中心校の校長は年度初めに共同実施計画書（別紙１）及び共同実施実績報

告書（別紙２）を市町教育委員会教育長、教育事務所長を経由して下記の期

日までに県教育委員会教職員課長に提出する。 
 
      ３部提出        ２部提出      １部提出 
 
                  ４／25まで     ４／30まで 
 
５ 兼務・服務等 
（１）兼務 

ア 中心校及び連携校の事務職員が、共同実施を円滑に行うため共同実施 
グループを構成する全学校の兼務辞令を発令する。 

イ 各事務職員の兼務辞令の発令は、市町教育委員会からの申請により県 
教育委員会が行う。 

（２）服務監督 
   ア 兼務辞令を発令された事務職員は、共同実施を行う必要な範囲で、

本務校の事務職員の身分を保有したまま中心校及び連携校の職務に従

事する。 
イ 学校運営支援室の職務上の監督は、中心校の校長が行う。 

 
６ 関係諸規程の整備 
（１）市町教育委員会は、各市町の小中学校管理規則に、共同実施組織につい

て規定する。 
（２）市町教育委員会は、（１）の他共同実施のために必要な関係諸規程の整備

を図る。 
 
  附 則 
この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
 
 

市町教育委員会

教育長 
教育事務所長 県教職員課長 中心校の校長 
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（ 様 式１ ） 
○○年度 共同実施計画書 

 
○○市（町）教育委員会教育長          印 

 
○○市（町）立 ○○中学校長（中心校長名）   印 

 
１ 共同実施運営目標 
 
 
２ 共同実施グループ及び共同実施組織の現状と課題 
 
 
３ 今年度の重点目標 
 
 
４ 具体的な取組み 
 
 
 
５．共同実施グループの状況 
学校名（中・連） 学級数 児童生徒数 教職員数 
○○中学校（中）    
○○中学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
○○小学校（連）    
合  計    

※ 学級数と児童生徒及び教職員数は，学校毎に４月１日の数で記入すること。 

 

学校運営支援室長  
作成者 

            印 
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（ 様 式２ ） 
○○年度 共同実施報告書 

 
 

○○市（町）教育委員会教育長          印 
 

○○市（町）立 ○○中学校長（中心校長名）   印 
 
１ 成果 
 
 
 
 
 
２ 課題 
 
 
 
 
 
 
３ その他 
 
 
 
 
 
 
 
（教育委員会の意見） 
 
 
 
 
※ 実施に当たり、効果があった具体的事例やアンケート結果等の資料があれば添付すること。 

 

学校運営支援室長  
作成者 

            印 
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○ ○市（町）立小中学校管理規則の改正（例） 
 
「第○○章 職員組織等（又は分掌組織等）」に関して 
 
（共同実施組織） 
第○○条 学校事務を共同で実施し、業務の効率化及び学校運営に関する支援を行うた 
めの共同実施組織として学校運営支援室を置く。 
２ 学校運営支援室には、室長を置く。 
３ 学校運営支援室の組織、運営及び業務等に関し必要な事項は、「○○市（町）立小

中学校事務共同実施組織運営規程」の定めるところによる。 
 

 
 
「第○○章 教職員等」に関して 
 
（学校運営支援室長専決） 

第○○条 教育長の権限に属する事務の一部を学校運営支援室長に専決することがで 
きる範囲は、○○市教育委員会事務専決規程（昭和○○年○○市教育委員会規則第○ 
号）において定める。 

 
 
（例） 

学校運営支援室長の専決事項（例）    

・ 市（町）費のうち○○万円未満の消耗品の決裁に関すること。 

・ 市（町）費のうち○○万円未満の修繕の決裁に関すること。 

・ 市（町）費のうち○○○の契約に関すること。 

・ 共同実施業務のうち極めて軽易な事項に関すること。 

・ 共同実施業務のうち定期的かつ軽易なもので判断の余地が少ないものを処理する 

こと。 
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○ ○市（町）立小中学校事務共同実施組織運営規程（例） 
 
（趣旨） 
第１条 この規程は、○○市（町）立小中学校管理規則（昭和○○年○○市（町）教育 
委員会規則第○号第○○条第○項の規定に基づき、共同実施組織（以下「学校運営支 
援室」という。）における組織、運営及び業務等に関し必要な事項を定めるものとす 
る。 

 
（組織） 

第２条 教育委員会は、共同実施を主体的に行う共同実施中心校（以下「中心校」とい 
う。）及び中心校と連携し業務を行う共同実施連携校（以下「連携校」という。）を指

定する。 
２ 学校運営支援室は、中心校及び連携校の事務職員により構成する。 
３ 学校運営支援室には、室長を置く。 
４ 室長は、学校運営支援室を構成する学校の事務職員の中から職務能力、人物ともに

優れた者を任命する。 
５ 室長は、学校運営支援室の業務の取りまとめを行うとともに、他の事務職員に対し

調整及び指導助言を行うことができる。 
６ 学校運営支援室の執務室には、必要な備品等を整備する。 
７ 中心校の校長は、学校運営支援室を総括する。 
 
（業務） 

第３条  学校運営支援室は、次の業務を行う。 
(1) 「市町村立小・中学校事務職員の標準的職務について」（平成１２年４月１日 
教委教第００１号）に示されている職務の内で、共同で行うことにより効率化が 
図られる業務。 

(2) その他学校運営支援室で行うことが適当と認められる業務。 
 
 （共同実施の計画等） 
第４条 中心校の校長は、共同実施の運営目標及び具体的な取組等を作成した計画書を 
作成し、小中学校事務共同実施協議会（以下「共同実施協議会」という。）に提出す 
る。 
２ 中心校の校長は、共同実施の実績報告書を作成し、共同実施協議会に提出する。 
 
（兼務） 
第５条 中心校及び連携校の事務職員は、事務の共同実施を円滑に行うため共同実施グ

ループを構成する全学校を兼務する。 
 
 
（服務） 

第６条 兼務辞令を発令された事務職員は、共同実施を行う必要な範囲で、本務校の 
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事務職員の身分を保有したまま中心校及び連携校の職務に従事する。 
２ 学校運営支援室の職務上の監督は、中心校の校長が行う。 
３ 本務校の校長は、共同実施の計画等に基づき、所属する事務職員に学校運営支援 
執務室及び兼務校への出張（勤務）を命ずるものとする。 

 
 （共同実施協議会） 
第７条 教育委員会は、共同実施を円滑に進めるため、共同実施協議会を設置する。 
 
 （その他） 
第８条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、教育委員会が別に定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 29 

○○市（町）小中学校事務共同実施協議会設置要綱（例） 
 

１ 設置目的 
   学校運営支援室が共同実施を円滑に進めるため、小中学校事務共同実施協議会（以 
下「協議会」という。）を設置する。 

 
２ 組織 
  協議会は、次に掲げる者で構成する。 
・教育委員会の教育長、課長及び担当職員。 
・中心校の校長。 
・学校運営支援室長。 
・教頭の代表。 

 
３ 会長 
（１）協議会には会長を置く。 
（２）会長は、教育委員会の教育長を充てる。 
（３）会長は、協議会を代表し、その円滑な運営を図る。 

 
 
４ 会議及び協議事項 
  協議会は、必要に応じて会長が召集し、その主宰のもと次の事項について協議 
する。 
・学校運営支援室の運営に関すること。 
・学校運営支援室間の調整に関すること。 
・その他共同実施に関すること。 

 
５ 事務局及び事務局長 
（１）協議会は教育委員会に事務局を置く。 
（２）事務局には事務局長を置き、事務局長は協議会の会長を補佐し、協議会の円滑な 
運営に努める。 

（３）事務局長には教育委員会の学校主管課長を充てる 
 
６ その他 
  この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、その都度協議し 
て定める。 
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学校事務共同実施組織イメージ図　(例)

教育委員会教育長・課長・担当職員 会長　　　　市町教育委員会教育長

中心校校長 事務局長　学校主管課長

学校運営支援室長
代表教頭より １名

学校運営支援室A 学校運営支援室B

※この図はモデルを示すもので地域等の実情により組織図や構成メンバーを変更する場合もあります。
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Ｇ
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小中学校事務共同実施協議会

＊相互に兼務発令
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＊組織内の事務職員の中から責任
   者(学校運営支援室長)を決める

・県費関係共同処理
　給与･諸手当・旅費・公簿処理
・市町費関係共同処理
　予算執行・教科支援･就学援助・公簿
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○○市（町）・○○市（町）立小中学校の事務の共同実施に係る協定書（例） 
 
１ この協定は、○○市（町）と○○市（町）における公立小中学校の事務の適切な

運営を図るために○○市（町）と○○市（町）の定める関係規程に基づき、その

規定に違反しない範囲の事務を共同で実施する（以下「共同実施」という。）こ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 
  
２ 共同実施の中心校及び連携校は別表「○○市（町）・○○市（町）立小中学校事

務の共同実施校一覧」に掲げる通りとする。 
 
 ３ 共同実施は、○○市（町）と○○市（町）において共通する事務を取り扱う。 
 
 ４ 共同実施には、実施協議会等を設置し必要な事項を協議する。実施協議会等につ

いては、別途定める。 
 
 ５ この協定に定めるもののほか、○○市（町）と○○市（町）における公立小中学

校事務の共同実施に関する必要な事項は、その都度協議して定める。 
 
 
   この協定の証として、本書２通を作成し、○○市（町）・○○市（町）双方記名押

印のうえ、各自１通を保有する。 
 
   平成  年  月  日 
 

 
○○市（町）教育委員会教育長       印 
 
 
 
○○市（町）教育委員会教育長       印 
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教委教 第００１号 

平成１２年４月１日 

 

各市町村教育委員会教育長 様 

佐賀県教育委員会 

教育長 川久保 善明 

 

市町村立小・中学校事務職員の標準的職務について (通知) 

 

 

 
学校が、組織として一体的な教育活動を展開し、学校の教育目標を達成するためには、 

全教職員がその職務と責任を自覚し、学校運営組織の充実を図り、校長を中心とした調 

和のとれた学校運営を行うことが必要です。 

学校事務は、教育指導、研究研修とともに学校運営の重要な部分を占めるものであり、 

今日、教育内容の多様化、諸制度の充実に伴い、一層その重要性が増しています。学校 

事務職員は、このような学校事務を担当するものであり、市町村立小・中学校事務職員 

の標準的職務について、別紙のとおり定めました。 

ついては、学校事務の円滑かつ効率的な処理を推進し、もって学校運営組織の一層の 

充実と活性化を図るため、次の事項に留意の上、貴管下小・中学校に対して御指導をお 

願いします。 

 

記 

 
 
１． 学校運営の重要な一翼を担っている学校事務の重要性を認識するとともに、効率的 

な学校事務の遂行を図ること。したがって、学校運営に当たっては、企画・運営委員 

会等への学校事務職員の積極的参画を図ることが望まれる。 

 

 

２． 今回示した職務内容は、標準的なものであるので、学校規模、事務職員の経験年数、 

事務職員の数等を考慮するとともに、事務職員に過重負担にならないように留意する 

こと。 

 

 

３． この一覧表は、学校事務の範購の中で、主として事務職員が中心となって行う事務 

の範囲を示したものであり、校長の校務分章の決定の中で、事務の性質・内容によっ 

ては、 事務職員以外の職員が担当する場合もある。 

 

 

 

(担当課:教職員課) 
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（別紙） 

市町村立小・中学校事務職員の標準的職務一覧表 

区 分 職 務 内 容 職 務 内 容 関 係 事 務（例 示） 

文書及び情報に関すること ○文書関係事務 

○学校備付表簿等の管理・保存事務 

○情報の処理管理事務 

各種証明に関すること ○児童生徒及び教職員の証明関係事務 

調査統計に関すること ○学校基本調査関係事務 

○その他調査統計関係事務 

渉外に関すること ○官公庁、ＰＴＡ、その他団体等との渉外関

係事務 

諸規定に関すること ○校内諸規定の制定・改廃関係事務 

任免に関すること ○採用、異動、退職等関係事務 

○昇給昇格関係事務 

○人事記録（履歴書等）関係事務 

○その他人事関係事務 

服務に関すること ○出勤簿等諸帳簿の整理保管関係事務 

○その他服務関係事務 

福利厚生に関すること ○公立学校共済組合・教職員互助会関係事務 

○公務災害関係事務 

○その他福利厚生関係事務 

総 務 

学校事務全般に関すること ○学校事務全般に係る指導、助言 

予算・決算に関すること ○予算編成、執行、決算関係事務 

物品に関すること ○物品の維持・管理関係事務 

○その他物品関係事務 

施設・設備に関すること ○施設・設備の維持・管理関係事務 

○その他施設・設備関係事務 

財 務 

監査・検査に関すること ○監査・検査関係事務 

給与に関すること ○給与関係事務 

○年末調整・県市町村民税関係事務 

旅費に関すること ○予算管理、請求及び支給等関係事務 

○その他旅費関係事務 

経 理 

学校徴収金に関すること ○計画、執行、決算関係事務 

就学援助に関すること ○就学援助関係事務 

学籍に関すること ○児童生徒の転出転入等学籍関係事務 

学 務 

教科書等に関すること ○教科書給与関係事務 

その他 所属長の指示する職務  

  注）この職務内容は、標準的なものを例示したものである。 

    実際の学校現場での適用に当たっては、当該校の規模や事務職員の配置数、 

   地域の実態等により異なるものであることに留意すること。 
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佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会委員名簿 

 機関・団体 役職 職   名 氏  名 備考 
市町教育長

会 
副会長 神埼市教育長 實松信子 ○ 

佐賀市 学校教育課長 貞包弘章  
市 町 教 育 
委 員 会 

武雄市 学校教育課長 大庭弘毅  

副会長 唐津市立成和小学校長 大浦誠一郎  佐賀県公立

学校校長会 
 有田町立西有田中学校長 永田由美  

会 長 佐賀市立金立小学校教頭 中野義文  
学 校 

佐賀県公立

学校教頭会  佐賀市立三瀬小学校教頭 大坪賢二  

会 長 杵西教育事務所長 北村喜久次  
教 育 事 務 所 

佐賀県教育

事務所長会  佐城教育事務所長 櫻井俊史  

会 長 
みやき町立三根西小学校事

務長 
小川洋起 

 
 事務職員代

表 

佐賀県公立

小中学校事

務研究会 副会長 唐津市立箞木小学校事務長 古 川 治  

副教育長 早川俊章 ◎ 
教職員課長 中島秀明  佐賀県教育委員会 
教職員課参事 千々岩英豪  

（注）備考中◎は委員長 ○は副委員長 
【事務局名簿】 

八谷幸浩  
教職員課副課長 

今村早人  
教職員課人事主幹 白仁田茂  
教職員課給与係長 熊本英明  
教職員課主査 才田充治  
佐事研・事務局長 野口晋介 千代田中 

事  務  局 

佐事研・研究部長 田中広信 田代中 
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